
提出様式

．目標の妥当性
チェッ 欄

○

○

．計画の効果・効率性

○

○

○

○

○

○

○

．計画の実現可能性

○

○

○

○

○

○

 )  的 まち く の展開 見込ま

滑な事業執行の環境

 )  計 の具体性 事業の熟度 高い

 )  交付期間中の計 管理 ニタ ン を実施す 予定 あ

 )  計 い 住民等 の間 合意 形成さ い

 )  地域の課題を踏まえ まち く の目標を設定し い

 )  まち く の必要性 いう観点 地区の位置付け 高い

 )  上位計 等 整合性 確保さ い

○該当す もの ○ ．市 村総合計 ．都道府県長期計 ．都市再生緊急整備地域
．構造改革特別区域 ．地域再生計 ．全国都市再生 調査
．被災市街地 ．中心市街地活性 計 ．その他

事業の効果

目標と事業 容の整合性等

 )  目標 指標 数値目標の整合性 確保さ い

 )  指標 数値目標 事業内容の整合性 確保さ い

 )  目標及び事業内容 計 区域 の整合性 確保さ い

 )  指標 数値目標 市民 分 やすいもの い

 )  地域資源の活用やハ ソフ の連携等を図 計 あ

 )  十分 事業効果 確認さ い

 )  事業連携等 相乗効果 波及効果 得 もの い

地元の熱意

 )  まち く 向けた機運 あ

 )  住民 民間事業者等 協力し 計 を策定し い

都市再生整備計 事業の事前評価チェッ シ

地域の課題への対応

該当す もの ○ ．中心市街地活性 ．防災 ．少子高齢 ．人口定着 ．観光 交流
． ニ ．交通利便性 ．都市活力 ．地域コミュニ ．その他

都市再生基本方針との適合等

 )  まち く の目標 都市再生基本方針 適合し い
○

 地方整備局名 東  都道府県名 青森県  市 村名 弘前市  地区名 朝陽地区



提出様式

○事業効果の分析について

賛 率

％

他 方法 個別事業単位 B 場合

事業費 便益。 ) 費用。 ) 費用便益比

百万 百万 百万

※1

※」

公園 1,078 ○ 1.00

地域創造支援
事業 3 ○ 1.00

ま く 活
動推進事業 4 ○ 1.00

合 計 1,085 0 0

注 ※1 費用便益比 四捨五入 よ 数点以下第「位ま 記入

※「及び※」 記入要領

ケース

事業主体
全体事業費

百万
規模

事業が新規事業 事業 既往 方法 よ 費用便益分析
実施し

費用便益比 値 記入

費用便益分析手法が開発 い い 費用便益分析 実施し い
1.00 記入

事業 事業箇所 確認 方法

事業効果分析結果シート

○民間投資等による波及効果について

施設

箇所 /路線

※「 該当区分 ※」へ 記入方法

事業が 事業 費用便益分析 実施済 費用便益比 値 記入

事業が 事業 事業評価制度 入前 採択 費用便益分析 実施
し い い し再評価 実施要件 該当し い い

1.00 記入

交付対象事業費が 億 未満

事業区分

費用便益分析 実施状況
該当す ○ ※「

事業 場合 新規事業 場合

○ 他 方法 個別事業単位 B （ 把握し

公園

公園：積雪期 利活用
促進策調査

パンフレット作成 地域資源
案 PR)

※下表 記入

世帯あ 事業費 示し 住民 賛 把握し

事業費 世帯

事業全体 便益 （VM法 用い把握し

便益 B)
百万

費用 （)
百万

費用便益比
B （
※1

選択欄
該当す ○

分析結果事業効果 分析方法

地方整備局名 都道府県名 市町村名 地区名

東北地方整備局 青森県 弘前市 朝陽地区


